










Creation of “Circulating Local Industry”：Succession of 






























































が深刻化した。こうして 1985年から 2005年の 20年間に、産地内企業数は約 12万社から
約 4万社へ 3分の 1に縮小し、「産地」の生産額は半減、輸出額は 5分の 1に激減した 5。 
  
３．「地場産業」の「サバイバル戦略」に見る新時代・地域創生の「革新的 DNA」   
しかし、そうした中で「地場産業」の企業や産地は、様々な「サバイバル戦略」を展開し、
「企業革新」や「産地革新」に取組んできた。最近におけるわが国の「地場産業」産地の「産
地革新」の内容と主な取組事例を類型化すると表 1のようになる 6。 











































                                                   
7 山崎充 前掲書 
（表１）　「地場産業」の「産地革新」事例と「革新的DNA」　　（順不同）






まちづくり まつり・イベント・産業観光 燕三条（「工場の祭典」）、笠間焼（「陶炎祭」）、墨田区（「スミファ」） 地域コミュニティ創造力




























































































































































































地域名 中核産業 推進リーダー 特徴
（人口） （連携産業） （中心人物） （DNA・地域資源・方向性等） 自然環境 イノベーションコミュニティ再生地域文化創造
青森県佐井村 漁業 樋口秀視村長 ・地域資源（漁業・観光・歴史文化）の再発見・再利用
（2千人） （観光） ・内外連携による「しごとづくり」
千葉県神崎町 酒蔵（2社） 石橋輝一町長 ・酒蔵2社の「酒まつり」の日常化としての「道の駅」運営
（6千人） （農業・商業・観光） ・「発酵」をテーマにした官民一体の「まちづくり」
山形県長井市 農業 市民と行政 ・台所と農業、まちとむらをつなぐ「循環型まちづくり」
（3万人） （商業・観光） 　「レインボープラン」（市民と行政の協働）の実践
福島県喜多方市 酒蔵（2社） 大和川酒造店 ・事業革新・他産業連携による食料・エネルギー「自給圏」構想
（5万人） （農業・エネルギー・観光） 佐藤彌右衛門会長 ・再生可能エネルギーによる外部流出資金の内部還流
茨城県笠間市 陶磁器地場産業 山口伸樹市長 ・陶磁器産業を中核にした地域内産業連関「農商工観光連携」
（8万人） （農業・酒造・商業・観光） 金子賢治陶芸大校長 ・「人材誘致」による「ひとづくり」「産地革新」DNAの継承的発展
茨城県筑西市 地域コングロマリット 広沢グループ ・地場有力企業のオーナーによる新しい「郷（まち）づくり」推進




































































                                                   
























































有名であり、人口 4万 8千人の小都市に年間 120万人もの観光客が訪れる。また、喜多方
市は、飯豊連峰の良質な伏流水と良質な地元米を使った酒造業・醸造業が盛んな「地場産業
の町」でもある。酒蔵は現在 9軒あり、人口比で全国トップクラスといわれる。 

























                                                   







































                                                   
11 熊坂敏彦（2013）「『同時多発型・笠間モデル』―笠間市の先進的で多様な地域活性化への取組み―」
『筑波総研 調査情報』2013年 10月号 







































                                                   
12 2017年 10月 26日、笠間市農業公社理事兼事務局長・内桶克之氏より聴取。 
13 2017年 10月 26日、笠間焼協同組合・深町明事務局長より聴取。 







































                                                   
15熊坂敏彦（2015）「『ザ・ヒロサワ・シティ』の夢―茨城県筑西市における“郷（まち）づくり”事業
―」『筑波総研 調査情報』2015年 2月号 
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また、地域内の諸産業の「連携」による「ものづくり・まちづくり・ひとづくりの融合」の
息吹も感じとることができた。 
今後の研究課題は、①事例研究の対象を拡げながら、「産地革新」の内容分析を掘り下げ
て「革新的 DNA」とその発現形態の類型化を精緻化すること、②環境経済学やエコロジー
など隣接諸学にも学びながら、多様な小地域や「循環型地場産業」の存在が「持続可能な循
環型社会」の形成要因であることを論証すること、③「循環型地場産業」を中核に据えた新
時代の「産業政策」「地域政策」について論考を深めること等である。 
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